
（別表）企業内での診断活動について（様式１８及び様式１９関連）
　以下のような事例については、右記した要件に該当する場合は、中小企業に対する経営診断の実務とみなし、所属企業の雇用責任者又は相手方中小企業の証明をもって更新要件とすることができるものとする。
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